
 

 

KSPF 規程等 8.1 

 

一般財団法人くまもと SDGs 推進財団 

金銭出納細則 

 

（目的） 

第１条 この細則は、一般財団法人くまもと SDGs 推進財団（以下「当財団」と

いう。）経理規程第２１条に基づき金銭出納及び現預金残高管理に関する手続

きを定めることを目的とする。 

 

（金銭支払業務の遂行） 

第２条 金銭の支払にあたっては、次に掲げる者がそれぞれに定める業務を遂

行するものとする。なお、支払伺い書及び支払申請書は、「支払伺い及び支払

申請書（別添様式第１号及び別添様式第２号。以下「支払申請書等」という。）」

として兼用することができることとする。 

（１）事業実施担当者 実施した事業に関する支払申請書等の起案 

（２）事業実施責任者 事業実施担当者が起案した支払申請書等の承認 

（３）会計事務担当者 事業実施責任者が承認した支払申請書等に基づく金銭

支払手続（支払申請書等にの起案及び金銭の支払） 

（４）会計責任者 会計事務担当者が起案した支払申請書の承認 

２ 内部統制の観点から、次に掲げる役割分担を行う。 

（１）会計事務担当者が預貯金通帳を保管する。 

（２）会計責任者が銀行印を保管する。 

３ 事業実施担当者を置かない事業については、事業実施責任者が事業実施担

当者を兼ねることとする。この場合、事業実施責任者が起案した支払申請書

等の承認は他の業務執行理事が行うものとする。 

４ 会計責任者及び会計事務担当者は、事業実施責任者及び事業実施担当者と

して事業に携わることができない。 

５ 前項の規定にかかわらず、やむを得ず会計責任者が事業実施責任者となる

事業が生じる場合は、その旨及び当該事業に係る代理の会計責任者について、

事前に執行役員会で承認されなければならない。   

 

（金銭支払手続） 

第３条 金銭の支払にあたって、事業実施担当者は、事前に支払申請書等によ

り、事業実施責任者の承認を得る。また、事業実施責任者は、次に掲げる事

項確認した上で、金銭支払の承認を行う。 

（１）当財団の費用負担とすることが妥当であること 

（２）支払金額が、当財団の規程及び契約等に照らして妥当であること 

２ 会計事務担当者及び会計責任者は、金銭支払にあたり、次に掲げる事項を

確認した上で、出納手続を行う。 

（１）事業実施責任者の承認が得られていること 

（２）支払先、支払金額が正しいこと 
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（３）勘定科目が正しいこと 

 

（金銭支払方法） 

第４条 会計事務担当者が金銭の支払を行う場合は、原則として銀行振込を利

用する。その際、次の手続きを行う。 

（１）会計事務担当者があらかじめ事務所に用意した銀行の払戻請求書及び振

込依頼書等に、振込先及び振込金額等必要事項を記入し、会計責任者が、

これら記入事項と支払申請書等に記載された振込先及び振込金額等とが一

致していることを確認の上、所定の場所に銀行印を押印する。 

（２）会計責任者が不在の時は、代表理事が銀行印を押印する。 

２ 会計事務担当者は、次の場合は、銀行の払戻請求書により銀行口座から預

金の払い戻しを受け、これをもって支払を行うことができる。この場合、必

ず事前に会計責任者の承認を得て、承認の得られた取引金額に相当する額面

の払戻請求書にのみ、銀行印の押印を受け、支払手続きを行う。 

（１）税金・公共料金の支払（税金・公共料金支払依頼書用紙がある場合は、

これを使用する） 

（２）小口現金用の現金引き出し 

３ 会計事務担当者は、前項以外の目的で銀行口座から預金の払い戻しを受け

る場合は、あらかじめ払い戻し限度額の設定された銀行のキャッシュカード

を使用し、事前に必ず会計責任者の承認を得た上で現金の払戻を受けること

とする。 

４ 定例的に支払われる費用については、支払先の要望があれば、預金自動振

替による支払を行うことができる。 

５ 小口現金により支払を行う場合は、以下の点を遵守する。 

（１）会計事務担当者は、出金時に会計責任者の承認を得る。 

（２）現金受渡し時に領収書が受領できない場合は、当該金額を記載した書面

に現金受領者の確認印又はサインを受領することとする。 

 

（金銭受領手続） 

第５条 当財団が発行した請求書に基づき金銭を受領した場合、会計事務担当

者は、金銭支払者及び受領金額を請求書と照合し、齟齬がないことを確認す

る。 

２ 当財団が発行した請求書に基づかない金銭を受領した場合、会計事務担当

者は、事業活動実施担当者にその内容を確認し、当財団が受領すべき金銭で

あるかどうかを判断しなければならない。 

 

（領収証の発行） 

第６条 前条により金銭を受領した場合、会計事務担当者は、所定の様式によ

る領収証を発行し、金銭支払者に交付する。ただし、銀行振込による場合は、

領収証の発行を省略することができる。 
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２ 事業実施責任者及び会計責任者が認めた場合は、金銭の受領前にあらかじ

め領収証を発行することができる。この場合、事業実施責任者は事業終了後、

領収書の発行内容を文書で会計責任者に報告しなければならない。 

 

（印鑑等の管理） 

第７条 銀行印の保管、管理については、印章管理規程に従う。 

２ 小口現金及び預金通帳は、常に鍵のかかる場所で保管する。会計事務担当

者は、退社時に必ず施錠する。 

 

（金銭出納の記帳） 

第８条 会計事務担当者は、金銭出納後、以下の記録をする。 

（１）毎月５日までに、銀行預金通帳の記帳 

（２）小口現金出納の都度、小口現金出納帳に支払年月日、支払先及び支払金

額の記帳 

 

（現預金残高の管理） 

第９条 会計事務担当者は、毎月末の預金残高を、翌月１０日までに、預金残

高明細書、預金通帳及び経理帳簿を突合して確認し、会計責任者に報告する。 

２ 会計事務担当者は、毎月末の小口現金の残高を、翌月第１営業日の１０時

までに、小口現金出納帳、小口現金現物、経理帳簿を突合することにより確

認し、その結果を会計責任者に報告する。 

 

（現預金等の紛失） 

第１０条 会計事務担当者は、金銭、通帳、銀行印等の紛失、又は盗難事故に

あった場合には速やかに会計責任者に報告し、その指示を仰ぐ。 

２ 会計責任者は、前項の報告を受けた場合には、速やかに預金出納停止手続

その他適切な応急処置を講じ、事故防止に努めなければならない。 

 

（規程の改廃） 

第１１条 この規則の改廃は、執行役員会の決議による。 

 

附 則 

１ この規則は、２０２０年３月９日から施行する。 

 

附 則 

１ この規則は、２０２１年９月２２から施行する。 

 

附 則 

１ この細則は、２０２３年６月２４から施行する。 
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(参考)金銭出納のフロー 

 

１．事業実施担当者は、「支払申請書等」を起案（第２条第１項）し、必要とな

る書類（請求書、又は請求書に代わり支払の根拠となるべき書類※）を添付し

た上で、事業実施責任者の承認を得る。 

※例：助成金の支払いの場合は確認書 

 

２．事業実施責任者は、事業実施担当者が起案した「支払申請書等」の内容及

び添付書類を確認し、必要事項の記載と必要書類が添付されていることを確

認し、承認を行う（承認の押印）。 

（第３条第１項）記載内容もチェック！ 

（１）当財団の費用負担とすることが妥当であること 

（２）支払金額が、当財団の規程及び契約等に照らして妥当であること 

 

３．会計事務担当者は、金銭支払にあたり、事業実施担当者が作成し、事業実

施責任者が承認した「支払申請書等（添付書類含む。以下同じ。）」の記載内

容について、以下のことを確認した上で、「銀行の払戻請求書及び振込依頼書」

の作成を行う。（第３条第２項） 

（１）事業活動実施責任者の承認が得られていること 

（２）支払先、支払金額が正しいこと 

（３）勘定科目が正しいこと 

 

４．会計責任者は、金銭出納担当者が前項によりあらかじめ作成した「銀行の

払戻請求書及び振込依頼書」について、「支払申請書等」に記載された内容と

合致しているかを必ず確認したうえで承認を行う（承認の押印）。 

 

５．代表理事は、金銭出納担当者が上記手続きを経て持参した、「支払申請書等」

及び「銀行の払戻請求書及び振込依頼書」の内容を確認した上で、代表理事

決裁を行い、添付された「銀行の払戻書」に銀行印を押印する。 

 

６．会計事務担当者は、銀行印を押印後は、銀行にて速やかに支払いを行う。 

 

７．参考 

・ 「支払伺い書」は、事業実施担当者が事業実施責任者を経由して代表理

事に「支払い」の承認を得るための書類。 

・ 「支払申請書」は、承認が得られた「支払伺い書」に基づき、事業実施担

当者が、金銭出納担当者を経て金銭出納責任者に具体的な支払手続きを進

めてもらうための書類。 

 



 

 

KSPF 規程等 8.1 

 

金銭出納細則別記様式第 1 号：支払申請書（事業費用） 

会  計 
責 任 者 

会計事務 
担 当 者 支払伺い兼支払申請書 

□支払先、支払金額の確認 

□勘定科目及予算残の確認 

□支払い後は振込書控添付の事 

代表理事 専務理事 
事業実施 
責 任 者 

事業実施 
担 当 者 

      

 

起案日：   年  月  日 

 

                   の支払について（伺い） 

 このことについて、下記のとおり支払うこととしてよろしいか。 

 なお、決裁の上は、当決裁書を支払申請書として会計事務担当者に回議し、支出

手続きを行うこととしてよろしいか、併せて伺います。 

記 

１．事業名（理事会で承認された事業であること） 

 

２．支払の根拠 

 

 

 

 

３．今回支払金額 （勘定科目）金額 

 

（      ）金          円  

No. 内訳（支払先が複数の場合・勘定科目が複数の場合） 支払額 

 （勘 定 科 目）  

 （勘 定 科 目）  

 （勘 定 科 目）  

 （勘 定 科 目）  

４．支払方法 

□ 口座振替（原則）□ 現金渡し（要領収書）□その他（         ） 

５． 予算（事業ごとの予算残と照らし合わせること） 
 

□ 当該事業に伴う予算残：          円であること確認済 
 

  ※この支払後の予算残：          円 

６．添付書類（請求書の他支払の根拠となるべき資料） 

□  

□  

□  
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金銭出納細則別記様式第２号：支払申請書（管理費用） 

会  計 
責 任 者 

会計事務 
担 当 者 支払伺い兼支払申請書 

□支払先、支払金額の確認 

□勘定科目及予算残の確認 

□支払い後は振込書控添付の事 

代表理事 専務理事 
事業実施 
責 任 者 

事業実施 
担 当 者 

      

 

起案日：   年  月  日 

 

                   の支払について（伺い） 

 このことについて、下記のとおり支払うこととしてよろしいか。 

 なお、決裁の上は、当決裁書を支払申請書として会計事務担当者に回議し、支出

手続きを行うこととしてよろしいか、併せて伺います。 

記 

１．法人管理に伴う支出（用件等） 

 

２．支払の根拠 

 

 

 

 

３．今回支払金額 （勘定科目）金額 

 

（      ）金          円  

No. 内訳（支払先が複数の場合・勘定科目が複数の場合） 支払額 

 （勘 定 科 目）  

 （勘 定 科 目）  

 （勘 定 科 目）  

 （勘 定 科 目）  

４．支払方法 

□ 口座振替（原則）□ 現金渡し（要領収書）□その他（         ） 

６． 予算（管理費の予算残額と照らし合わせること） 
 

□ 当該事業に伴う予算残：          円であること確認済 
 

  ※この支払後の予算残：          円 

６．添付書類（請求書の他支払の根拠となるべき資料） 

□  

□  

□  

 


